
� 研究の目的

今日の社会福祉におけるキーワードは地域で

の自立支援であり、社会の基本単位は「個人」

である。従来個人を支える資源であった家族、

親族、地縁、職縁等の関わりの有り様が変化し

た中で、地域が個々人の自立支援の担い手とな

ってきている。自立支援とは個人が自らのニー

ズのために地域の資源を最大限に使いうるに至

ることでもある。それは家族などのそのひとに

とっての従来の資源を新たな資源として利用す

る可能性の再検討でもある。そこに「小さな政

府」をめざすマクロが「地域」という新たな概

念でそれらとの関わりを今一度活性化させよう

とする意図が見えなくもない。従来の個人的な

ネットワークや「地縁」的な資源に新たな意味

付けや位置づけをすることや、地域のボランテ

ィア等の新たな資源の開発が求められているの

であるが、家族への期待も増しているようにも

思われる。

勿論、家族は個人にとっても、社会にとって

も有用な資源の一つであることは論を待たず、

今日謳われている人びとの地域での自立生活

や、地域共生社会のために家族が重要な資源で

あることもまた現実である。ところが、日本に

おいて家族福祉や家族ソーシャルワークについ

ては余り論議されてきたとは言い難い。

しかしながら、家族ほど、様々な領域で広範

社会福祉における家族支援
──家族ソーシャルワーク方法論に向けて──

得 津 慎 子＊

Toward Establishing Theory of Family Social Work in Social Work

Shinko Tokutsu

Abstract :“Family”has come to people’s hot attention as caregivers, being denominated
“hidden asset of the community，”in today’s Japan. Originally, social casework was to
work for people including their family, and gradually family-centered social work has been

evolved, in especially United States. On the other hand, family social work has still undis-

cussed and undeveloped field in Japan.

For the sake of attaining well-being of individuals as well as each family, a new theory

about family and family support should be brought in social work both in macro and micro

settings, enhancing family social work practice.

In this paper, I will overview the situations around“family”from the point of view of

family well-being, which might interact individuals of vulnerable population, and advance

the calling for establishing new paradigm and methodology of family social work in Japan.

Key words：家族 family 家族福祉 family welfare 家族政策 family policy 家族ソーシャルワー

ク family social work システム論 system theory

──────────
＊関西福祉科学大学社会福祉学部 助教授

─６７─



に論じられているシステムはなく、家族を潜在

的な暴力装置であるとするものから癒しの場と

考えるものまで、家族への思いは多様である。

家族に関わるに際しては、その多様性が論議を

呼び、現場での現実的な支援に当たって混乱を

生じる可能性もある。本稿では、そうした「家

族」を巡る様々な観点と家族のための家族政策

や家族福祉、さらには、その方法論としての家

族ソーシャルワークを概観する。そうして、定

点となりえない「家族」であるが故にこそ、家

族ソーシャルワークの方法論の確立が緊喫の課

題であることを呈示するものである。

� 家族と家族福祉

1．マクロに現れる家族

現代社会にあって、実は家族に期待したいに

も関わらず、家族が担い手であると決め得ない

一つには、法と家族との関係がある。つまり現

代の「基本的人権と個人の尊厳」を要とする日

本国憲法によって、社会の基本単位は「家」か

ら、個人に公には変化した。廣井1）によると、

民法で「家族法」と総称される家族についての

法の体系において「家族」という言葉は使われ

ていない。一方で、日本国憲法において次のよ

うな条文がある。

第 24条【家族生活における個人の尊厳と

両性の平等】

1 婚姻は、両性の合意のみに基いて成立

し、夫婦が同等の権利を有することを基

本として、相互の協力により、維持され

なければならない。

2 配偶者の選択、財産権、相続、住居の

選定、離婚並びに婚姻及び家族に関する

その他の事項に関しては、法律は、個人

の尊厳と両性の本質的平等に立脚して制

定されなければならない。

つまり、両性の合意による婚姻、同等の権利

を有する夫婦、それを維持するための相互の協

力が、日本国憲法における「家族」の基本的成

立要件である。

また、民法においては、「家族」への言及は

ないが、「親族」を第 725条において規定し（6

親等内の血族、配偶者、3親等内の姻族）、さ

らに第 2章で「婚姻」を、第 3章で「親子」を

規定している。また、第 6章「扶養」において

第 877条に「直系血族及び兄弟姉妹は、互いに

扶養をする義務がある。家庭裁判所は、特別の

事情があるときは、前項に規定する場合の外、

3親等内の親族間においても扶養の義務をおわ

せることが出来る」とした。また、第 730条に

は「直系血族及び同居の親族は、互いに扶けあ

わなけれはならない」とある。つまり民法にお

いては直系血族及び兄弟姉妹と同居の親族は助

け合わねばならないシステムであるとされてい

る。同時に民法やその具体的な手続法である

「戸籍法」から「家族単位登録制」i で、「家」

を温存する「氏」の規定がなされている。

戦後の日本社会の根幹の単位が「個人」の基

本的人権と個人の尊厳であり、それにより

「『家族のための個人』から『個人のための家

族』」への転換（廣井、2005）が起きたわけだ

が、民法及び戸籍法から、廣井は「明治民法に

よってもたらされた『家』は、個人の意識に潜

在化しただけでなく、戸籍制度による氏そのも

のが家の廃止と従来の伝統的国民感情との妥協

の所産であるとの青木の言（1989）を引用

し2）、現行の家族法に「家」の残滓ともいえる

制度が温存されたと述べている（廣井、

2005）。この「家」意識と、個人中心意識の混

在が、「家族」を語り、働きかける際に当たっ

ての、スタンスの定まらなさの故であり、ま

た、象徴するものとも思われる。

ところで、子どもの権利条約（1989、批准）

においては、「家族が、社会の基礎的な集団と
────────────────────
衢 「戸籍法」第二章第六条 戸籍は、市町村の区域内に本籍を定める一の夫婦及びこれと氏を同じくする子
ごとに、これを編製する。
「民法」（夫婦の氏）第七百五十条 夫婦は、婚姻の際に定めるところに従い、夫又は妻の氏を称する。
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して、並びに家族のすべての構成員、特に、児

童の成長及び福祉のための自然な環境として、

社会においてその責任を十分に引き受けること

ができるよう必要な保護及び援助を与えられる

べきであることを確信し（前文）、、、、締約

国は、児童の養育及び発達について父母が共同

の責任を有するという原則についての認識を確

保するために最善の努力を払う。父母又は場合

により法定保護者は、児童の養育及び発達につ

いての第一義的な責任を有する。児童の最善の

利益は、これらの者の基本的な関心事項となる

ものとする」（第 18条）と子どもは家族におい

て養育され、その父母が養育者として子どもの

最善の利益の責任の主体であるとされている。

児童福祉法においては、第 6条で、「この法律

で、保護者とは、親権を行う者、未成年後見人

その他の者で、児童を現に監護する者をいう」

と保護者の規定はあるが、「家族」という言葉

は使われていない。

近年成立した食育基本法（2005年 7月成立）

の前文は「国民一人一人が『食』について改め

て意識を高め、自然の恩恵や『食』に関わる

人々の様々な活動への感謝の念や理解を深めつ

つ、『食』に関して信頼できる情報に基づく適

切な判断を行う能力を身に付けることによっ

て、心身の健康を増進する健全な食生活を実践

するために、今こそ、家庭、学校、保育所、地

域等を中心に、国民運動として、食育の推進に

取り組んでいくことが、我々に課せられている

課題である」とあり、食育の基本的な場として

家庭があげられて、その切迫した文言が「家

庭」が重要な養育の場であるという思いを浮か

びあがらせてくる。

また、「家庭」と言えば 1949年に創設された

「家庭」裁判所の存在は大きいが、その機能に

ついての詳細を規定する家事審判法（1947）第

1条では「この法律は、個人の尊厳と両性の本

質的平等を基本として、家庭の平和と健全な親

族共同生活の維持を図ることを目的とする」と

謳われている。

上記からは、少なくとも法的には「家族」と

明示されないまでも、婚姻関係や直系血族及び

兄弟姉妹、同居の親族については様々な規定が

なされ、それが法的な「家族」的なるものー相

互扶助の関係性を持つ人びとーを指していると

言えよう。また、子どもについては親がその保

護の第 1の責任者として考えられており、「子

どもの福祉」にとって、親や家庭は不可欠であ

ると考えられている。しかしながら、その基本

はあくまでも個人の尊厳と両性の本質的平等に

基く。個人の尊厳と両性の本質的平等に基きな

がら、親や家族的なるものや、家庭の役割は社

会的に期待されており、社会福祉における「家

族」という命題は、社会的に期待されているも

のと実際の家族の現実や法的に合意形成された

ものとの乖離からのせめぎ合いであるように見

える。そのせめぎ合いを大きく束ねるキイ概念

として、一人ひとりのウエルビーイングが挙げ

られ、その前提があってこそ初めて、すべての

人びとの「地域」での自立生活の支援という概

念が生きてくると思われる。

2．近代家族と近代家族の終焉

家族を論じるに当たっては、まずは定義から

入るのが常道であろうが、その定義を一に収め

られないのが今日の家族の特徴とも言いうる。

最も一般的なものは、「夫婦関係を基礎とし

て、親子・きょうだいなど少数の近親者を主要

な構成員とする、感情融合に支えられた第 1次

的な福祉追求の集団」3）であるが、多くの家族

がこの定義に当てはまらない。

現代の家族を巡る言説のありようは、近代社

会の展開、もともとの家制度の上に「個人の尊

厳」を尊重する日本国憲法に見える近代意識の

ありように伴う。つまり、プレ「近代家族」、

「近代家族」、ポスト「近代家族」に大きく類別

できると思われる。

戦後の日本の家族は、野々山久也4）を以て

「核家族イデオロギー」と言わしめるような、

夫婦家族制の核家族を一般的な単一なモデルと
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考えられてきた。「近代家族」と思われるもの

は、例えば落合（1985）5）が、漓家内領域と公

共領域の分業、滷家族成員相互の強い情緒的関

係、澆子ども中心主義、潺男は公共領域、女は

家内領域という性別分業、潸家族の集団性の強

化、澁社交の衰退、澀非親族の排除、潯核家族

等が「家族の本質」と思われているものである

と言及している。これに先立つ「近代家族」以

前の家族モデルが「家」意識に根ざした家父長

的直系拡大家族である。一方 1980年代後半よ

り台頭してきた「近代家族論」は、そういった

現代の「近代家族」モデルは歴史的に普遍的な

ものではなく、近代に形成され作られた「家

族」概念であるとする（鈴木、2005）6）。つま

り現代家族は最早「近代家族の終焉」を迎え、

異なった様相を呈する「ポスト近代家族」なの

である。そこでは、前述の家族の本質と思われ

ていた 8つの特質と異なるものを逸脱や病理と

してみなすのではなく、多様性の一つとして捉

える。「近代家族」モデルでは括りえない多様

な家族にあって、定型や標準とされるものは呈

示されえない。ポスト近代家族において、家族

の多様化は、家族が変化したというよりも「個

人」を中心に考えるようになったということで

ある。それは、「家」制度を基盤にする制度・

集団としての「家族」ではなく、個人のネット

ワークとしての新たな家族像の呈示だった。主

所得者である男性と専業主婦とその子どもたち

からなる親子 4人の核家族が「近代家族」とい

う幻想であるならば、「近代家族の終焉」で語

られたのは、個人化し、多様化した家族の有り

様であった。現代家族の変容と言われて久しい

が、今だに「家族病理論」は優勢であり、特定

の家族が病んでいるとラベルを貼られるのみな

らず、今日の社会現象を否定的に捉え、その原

因を家族機能の変化に求める言も流布してい

る。例えば、ニートの原因を家族関係や個人の

成長モデルを手がかりに説明しようとするもの

である。そこでは親の養育機能と子どもの発達

のプロセスが問われ、社会や具体的な産業社会

の変化は問われず、家族の機能や定義の変化が

問題として語られる。しかしながら、家族も個

人も社会との相互作用によって変化しつつある

ものであることを考えたとき、そのような家族

や個人に問題を見るのでなく、今一度社会によ

って形成された家族という概念、それが社会の

変化によって変化することを確かめながらでな

ければ家族について考えることは困難である。

「近代家族論」の立場は、現代社会は「個人」

を中心とする社会であり、家族は「集団として

の家族」から「個人のネットワーク」の家族へ

と変化したとするものである。

鈴木7）は家族を集団のレベルで捉え、外部社

会との関連を機能的側面から考察する家族機能

論からは「家族（という）システムが社会（と

いう）システムの存続のために果たさなければ

ならない機能」と、「家族（という）システム」

が内部の家族メンバーの生理的・文化的欲求を

充足する活動」の二つがあるとしている。家族

を捉える視点として、そのように家族の中から

捉える視点と家族を社会の一つの単位として外

側から捉える視点の両者があるのである。つま

り、家族の集団性を自明とせず、家族の個人化

を前提とし、家族をネットワークと捉える視点

である。

しかしながら、日本の現代家族は、「近代家

族」モデルに倣った日本国憲法が暗黙に「家」

制度を基盤に成立していたように矛盾を内包し

ている。家父長的拡大家族から、個人主義的

「近代家族」を経て、家族という集団を形成す

るのは個化した人びとのネットワークであると

いう「近代家族の終焉」－ポスト近代家族の時

代へと移り変わっていったとのみ単純に見てよ

いのだろうか。例えば男女共同参画社会基本法

は、女性が働くことを前提としており、「近代

家族」は終焉せざるをえない。では現実的に

「近代家族の終焉」という言説が、「近代家族」

が「家族の本質」であるという言説にとって変

わっているのだろうか。そのそもそも「近代家

族」は、家父長制が家族の本来の姿であるとい
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う言説にとって変わっていたのだろうか。「近

代家族」と言われるような日本国憲法からイメ

ージされるような夫婦制家族も、家父長的な

「家」意識を残した家族も、近代家族の終焉で

語られる多様な家族も、それぞれが我こそが

「家族」であると併存しているのが現代であろ

う。つまり「近代家族」は終焉してしまったわ

けでもなく、その意味で、本当に多様な社会を

迎えている。そこでは、家族のための個人では

なく、個人のための家族という変化が起こって

いると語られても、そのように家族が個人化し

ているとは限らない。家族は、集団としての家

族から個人のネットワークとしての家族として

一般的に捉えられているようになっているので

あろうか。例えば食育法に見られるように、健

康的な食育をすることが国民の権利ではなく

「義務」で、それを行う主体が「家庭」である

と「家庭」を規定し、権利ではなくてその「義

務」を規定する法の成立を見たとき、現代日本

社会が従来アンタッチャブルであった領域に踏

み込もうとしているのがよくわかるii。

この三様の家族意識の展開は重要である。つ

まり、「近代家族」でさえ、日本古来の美風に

そぐわないと、家父長的拡大家族の「家」意識

にもどろうとする風潮がある。また、あくまで

も「近代家族」をモデルとして、個人の自由と

平等に基づき「家」を廃した「近代家族」で家

族を考え、その物差しにあてはめようとするも

のがある。例えば、その「近代家族」モデルで

あれば、三世代同居もシングルマザーも両者と

もに「逸脱」である。さらに排するのは従来の

ような制度としての「家」ではなくて情緒的結

合としての家族であり、一様の家族意識である

とするものもある。それらが併存していると思

われる現代の家族論争にあって、家族とは、個

人のネットワークとしての家族であり、その選

びも任意であるとするか否かの徹底的な立場の

相違が実はあるのである。日本における「近代

家族」は、日本国憲法で謳われた「個人の尊厳

と両者の基本的平等」に基づいていても、尚、

家族としての集団意識は強いものと思われる。

しかしながら、「近代家族の終焉」の後にくる

新たな家族像は、伊田8）が『スピリチュアルシ

ングル宣言』（2003）で述べているように、個

人であるということに極めて自覚的に自立を求

めた上での家族なのかもしれない。

このような多様な価値観に基づいて、多様な

家族モデルが呈示される現代社会にあって、家

族を支援するにあたっては、どのような家族の

形、家族意識であっても、それらに否定的なラ

ベリングをするのではなく、個人にとっても社

会にとっても有用で、かつ家族そのものが個別

に自由に機能しうる家族福祉とその方法論が必

要なのである。

� 家族福祉と家族と家族員

1．家族への関わりの 3つの類型と変遷

家族支援についての立場を大別すると、3通

────────────────────
衫 アンタッチャブルであった家族・家庭という聖域に踏み込むことは、実は、児童虐待防止法や DV 防止
法がその端緒であるとも言いうる。家族・家庭における力の不均衡に基づく暴力的行為への緊急対応が不可
欠であるという状況下にありながら永らく放置され漸く法の成立をみたこれらと、食育基本法とは趣きが異
なる感は否めない。もともと犯罪行為であったものに対して私的領域であることを盾に介入しようとしなか
ったことはがむしろ国家の怠慢であったと言いうる（高井、2000）。もとより「近代法は私的領域の営みの
自由の保障」（渥美、1993）であるという前提は重要である。しかしながら、この怠慢は高井が指摘するよ
うに暴力を不問に付す男性社会を秩序付ける最小単位の家族という単位を守る（管理する）ための、意図的
なものであるのかもしれない。この「家族に介入してはならない」から「家族に介入しなければならない」
に至るまでの鐚藤や経緯を無視して、安易に家族や家庭に踏み込むことは、家族を管理しようとする国家の
戦略にはまることともなっていると言えよう。実は、ここにも家族という集まりを何か特別なもののよう
に囲い込むことの陥穽が見える。家族が個人から成り立っているという前提があれば、家庭内暴力は閉ざさ
れた空間の中で、個人から個人への人権侵害であることは明白で、そのときの対処も自ずと明らかであろ
う。
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りの捉え方が変遷してきていると思われる。

第 1に、当事者のための資源として家族をと

らえるもっとも従来一般的だと思われてきた考

え方がある。これは、例えば「家族が介護する

のが日本の美風」であるとする亀井静香発言に

代表されるように「家」意識に支えられた家族

のケア機能に多くを期待する「日本型福祉社

会」の基盤である考え方である。

しかしながら、家族の機能や役割が変化しつ

つある現代社会にあって、家族を「社会の含み

資産」と期待する日本型福祉社会には揺らぎが

起こっている。介護家族からの異議申し立てを

待たずして、要介護高齢者の増加は、家族を第

1の資源としていては追いつかなくなってき

た。一方で現代社会は、男女共同参画社会基本

法にみられるように、女性を家庭内でケア役割

を担うものとして囲い込むではなく、社会的労

働力とする方向性にある。次世代育成法にみら

れるように、男女ともに社会参加した上で子育

てする社会である。そこで家族のケア（介護、

養育）役割も男女がともに担うための社会作り

が謳われている。例えば行政主導で男性が介護

休暇や育児休暇をとりうるような職場環境への

働きかけ等がなされているわけだが、それは家

族にケア役割を期待し、その機能を促進しよう

とするものである。

そこで、家族も当事者であり、当事者として

支援し、エンパワーすることが必要であるとす

るという方向性が出て来た。高齢化介護にあっ

ては、介護家族へのケアが課題となって浮上し

てきていた。あるいは、深刻化する児童虐待問

題によって、結果的に虐待するに至る親へのサ

ポートも必要であるとのコンセンサスができ始

めてきている。家族が「原因」であれ、当事者

の抱える問題で家族が何らかの機能不全を呈し

ているのであれ、家族全体に何らかの問題が生

じているにせよ、家族機能が維持強化されるよ

うに家族をエンパワーする必要性が認められて

きた。そのためには、家族のみにたよるのでは

なく、家族が抱えきれない困難を抱えることが

ないような資源作りや地域で支える連携システ

ムを構築することもその一つである。また、例

えば介護家族にとって介護も生き甲斐の一つで

あり、介護を通して自己実現をはかりうること

に着目したり、ストレス耐性を強める取り組み

もまた重要であろう。それらを通して、例えば

高齢者福祉の世界であれば、家族に任せるので

も、社会に任せるのでもない包括的な地域にお

ける当事者の自立支援の実現が必要となり、そ

のための具体的な提言が多くなされ始めている

（野川、2000、和気、1998、野谷・村川、1996

等）9～11）。また、例えば子ども家庭福祉におい

ては、「今日、志向されている社会的サービス

は、私的ケアの破綻あるいは行き詰まりへの対

応から始まるものではない。むしろ私的ケアの

円滑な遂行あるいは、私的ケア機能の回復を期

して行われるものである」（柏女・山形、

1998）12）。つまり、社会福祉サービスを受ける

のが汚名だからと言って家族が無理をすること

はあってはならない。同時に家族がもはや家族

機能を果たせないから、家族の代替としての社

会福祉サービスがあるのではない。家族と社会

福祉サービスが補完的に協力しあう時代なの

だ。ということである。そこには、家族や私的

ケアへの期待が見える。これは、高齢者の介護

や看取り、あるいは子育ては生きがいであり、

自己実現となる肯定的な過程であり、家族のケ

アは家族がなすものであるという前提に基づ

く。近年の最も一般的な動向と言えよう。

第 3は個人のネットワークとしての家族とい

う捉え方で、個人の集まりとしての家族や、家

族の機能、家族のライフサイクルに注目するも

のである。個人としての当事者にとって「家

族」とは、家族機能や家族の役割を果たしうる

集団である。つまり、家族機能を持つ地域の中

で利用できる資源が家族役割を担う。今日の地

域での自立支援を目標とする社会福祉の方向性

に沿っているとも言いうるが、新しい「家族」

という価値観、「家族」という言説の呈示でも

ある。それは家族を個人的でゆるやかなネット
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ワークと捉える。

こうして、家族への関わり方についての考え

かたの変化を概観していくと、前述の家族のモ

デルの変遷と見事に合致する。家父長的拡大家

族から、個人主義的「近代家族」を経て、家族

という集団を形成するのは個化した人びとのネ

ットワークであるという「近代家族の終焉」の

時代へと移り変わっているようである。

2．ファミリーソーシャルワークの提言

家族への関心は、そもそもニーズがある家族

への補完的福祉から、ケアの主体として、ある

いは「含み資産」としての家族、更にケアの主

体でもあり、当事者としての家族への支援へと

変化してきた。「家族」としてニーズが有る無

しではなく、資源としての「家族」としてのニ

ーズである。つまり、例えば高齢者福祉におい

ては、「家族」も当事者とすることで、当事者

（高齢者）のニーズにより応えうるために、「高

齢者」介護をしている当事者家族、つまり介護

家族への関心が浮かび上がってきた。ケアの社

会化の要請から、一端家族は個人的な集団であ

ると「個人」単位と言いつつも、制度的に社会

化する家族像が求められているのが現状と言え

よう。さらに、少子化対策や児童虐待の緊急性

によって従来不可視であった緊急のニーズのな

い「家族」も、ニーズ予備軍として対象とする

流れとなってきた。つまり、高齢者福祉と同

様、ケア（介護や養育）にも差し迫ったニーズ

の可能性が生じ、そこで、家族をエンパワーす

るという家族支援の必要性が生じてきた。同時

に地域で支えること、あるいは子育て支援に見

られるような予防的家族支援の必要性も生じて

きた。特にニーズを感じているとは限らない一

般的家族への支援の必要性が語られ始め、ここ

に初めて、社会福祉の対象としての「家族」か

ら、一般市民、普遍的対象としての「家族」が

可視化され、働きかけがなされるようになって

きた。

ところで、それぞれの社会福祉領域がその対

象の利用者を守ると考えたとき、例えば子ども

家庭福祉が守る第一は子どものウエルビーイン

グであり、高齢者福祉は高齢者のための介護家

族福祉の趣きを深めている。そのとき、家族と

いう当事者はケアの主体である。家族がケアの

主体であるから、ケアされる当事者ともなりう

る。つまり、ケアする家族が当事者としての eli-

gibility（資格）を有するわけだが、それではケ

アしない家族は当事者たる資格はないのだろう

か。ケアしない家族にもその家族なりのニーズ

があり、そのニーズに応じたサービスは必要で

ある。ここに「家族」そのものの代弁者として

のソーシャルワークの必要性が浮かび上がり、

対象を家族とし、家族のウエルビーイングを目

的とする家族福祉という独立の領域の存在意義

が見えてくる。

現状にあっては、家族への期待過剰が、逆に

家族を困難に陥らせうる可能性も明らかであ

る。シニアiii も男性も女性も産業社会の労働力

として参入することが期待されている現代社会

において、家族や個人にケアの主体となること

を求めることは不可能となり、ケアの社会化の

要請が生じての「地域」エンパワーである。そ

のケアの社会化の具体的方策の一つとして、結

局はケアする家族へのケアとして家族へのエン

パワーが求められる。それが家族ケアをも含め

てケアの社会化へと繋がっているのが現在の現

実的な流れと言えよう。そこで一般的な予防や

様々な問題についての対処についての啓発も必

要となり、そうした全体で家族に働きかけるフ

ァミリーソーシャルワークが求められている。

例えば、その一端として「家庭支援相談員（フ

ァミリーソーシャルワーカー）」の児童施設へ

の配置のような具体的な施策があげられる。芝

野は子ども家庭福祉の立場から、総合ファミリ

ーソーシャルワークは「子どもと家庭の well-

────────────────────
袁 厚生労働省は介護予防対策としても高齢化の雇用促進や何らかの形での社会参加を促進する流れにある。
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being を包括的、計画的、継続的に支援するシ

ステムの中で社会福祉が担わなければならない

機能の総称として定着されるべきものであ

る」13）（2004）とその必要性を述べている。

特定の個人のウエルビーイングを目指し、そ

のウエルビーイングのための家族と規定してし

まえば、結果的に、その家族は家族としては機

能せず、個人のためにもならない。家族を全体

としての家族として捉え、個人のウエルビーイ

ングと家族のウエルビーイングの相互作用に着

目し、依って立つ法や制度を対象者のみに焦点

化するものとしてでなく柔軟に運用する必要性

は指摘するまでもない。個人を支援するに当た

っても、家族や関係するシステムの全体を見

て、全体に働きかけていくというスタンスが確

立していれば、改めて独立した家族福祉分野は

必要ないのかもしれない。しかしながら、この

ような現実にあって、一見家族を規定し、囲い

込むように見えるものであっても、家族福祉と

いう領域は必要であり、とりわけ実践的で全体

的な視野に立つ家族ソーシャルワークの方法論

が求められるところである。

3．家族福祉と家族ソーシャルワーク

ところで、ソーシャルケースワークがそもそ

も家族に働きかけることであったアメリカ合衆

国とは異なり、日本において「家族福祉」は確

固とした領域として存在していたわけではな

く、曖昧で「最も複雑かつ包括的であり、最も

非専門的な分野」（岡村、1971）なままで、議

論も多くなされないままに、1992年に野々山

が『家族福祉の視点』14）を発表するまで、1971

年の岡村・黒川による『家族福祉論』15）、更に

それを展開した 1982年の黒川による『家族福

祉の理論と方法』16）のみが公となっていたと言

っても過言ではない状態であった。野々山と岡

村らには、大きく日本社会が変化したという時

間差と、その拠って立つ家族意識に大きな相違

がある。日本的風土の底流に尚、流れている家

族意識と、日本国憲法に代表される「近代家族

意識」と、現実に人びとが実感する家族像は多

様ではあり、それによって家族福祉観にも相違

が生じる。

岡村によれば「急激な社会変動にともなう家

族構造の変化に対応して、家族の近代化を円滑

かつ効果的に進行させ、近代家族が家族として

の固有の社会的機能を果たしていくための社会

的施策としていわゆる家族政策に属する諸施策

のほかに、個々の家族員が家族員として期待せ

られる役割を実行するように、個別的に援助す

る家族福祉事業を実施してゆかねばなら

ず」17）、「家族が一つの社会的分業制度として、

社会から期待されている家族固有の機能を家族

全体として実行するように、家族員の役割実行

を援助する一つのサービス」18）が家族福祉であ

る。つまり、ここで述べられているのは、家族

や家族員はその役割を社会的に担っており、そ

のゆえに家族福祉は固有の活動分野であるとい

うことである。社会における個人や家族の機能

を全うすることが強調されつつ、「近代家族」

意識は濃厚である。同時に、岡村は「『家族全

体』というのは、家族員の人格的平等の原則の

うえにたつ近代家族を前提としているのである

から、家族全体のために個人の要求が無視せら

れたり、犠牲にせられるのではなくて、個人の

要求と調和せられた家族関係の維持、というこ

とである」19）と述べており、個人の尊厳を謳っ

ている。「個人」が犠牲になることはよろしく

ないとは論じているのだ。岡村・黒川は「家」

制度には立つのではなく、個人の尊厳を尊重し

た「近代家族」モデルに則って立論しているの

である。

1994年に改めて黒川は『家族福祉論』20）を著

わし、家族そのものを対象とした制度的組織と

しての「家族福祉」はいまだに確立していない

と述べている。そこでは、家族員と家族集団と

の「関係」に着目し、家族員を援助するが、加

えて制度的集団である家族そのものの援助を重

視する「全体的な家族」を扱う。つまり個人と

しての家族員、家族そのものの援助であり、制
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度そのものの援助であるとともに、「家族員を

家族集団との関係の中で成長発展させることを

目的とし、同時に、家族を他の社会制度との関

連において維持発展させることを援助するとい

う二つの側面をもつ」のである。黒川は家族福

祉の目的は家族員の自己実現であり、家族福祉

政策は回復的処遇のみならず、予防的処遇も必

要であるとする。黒川は「制度」として、「集

団」として家族に注目するのである。そこにお

いて、政策としての家族福祉（「家族福祉政

策」）と家族政策をわけねばならないと主張す

る。家族政策と家族福祉政策はいずれにせよ、

「家族生活の維持強化を目指す」わけだが、そ

の異なる点は目的が一般的か、個別的なニーズ

への対応であるかである。そもそも欧米での社

会政策が「主として幼児人口の増加を奨励する

ための家族手当の支給など人口政策の一環とし

て発展し、育児を支える家族をいかに維持強化

するかということを関心事として発展して来た

分野」ならば、極めて今日の日本の現状と類似

している。

つまり 20余年の歳月を経て、「近代家族」を

揺るぎない現代家族のモデルとして、家族は制

度・集団として、社会的な役割を担っており、

家族員が社会的役割遂行や自己実現なしうるべ

く機能するためのサービスするものが家族福祉

であるとの定義がなされたとも考えられる。こ

こにおいて見るべきは、誰のための「家族生活

の維持強化」なのか、ということである。前述

のようには家族機能論的には、「家族（という

システム）が社会（というシステム）の存続の

ために果たさなければならない機能」と、「家

族（というシステム）が内部の家族メンバーの

生理的・文化的欲求を充足する活動」の二つが

ある（鈴木、2005）21）。これは、岡村の家族福

祉は、家族からの内発的契機と社会からの外的

な要請の 2つの契機があるとの言にも呼応す

る。それはあたかも家族福祉において鐚藤を呼

ぶようにも聞こえる。確かに家族への役割期待

は社会・外部からのものである。家族が家族に

期待する家族機能は社会が家族に期待する家族

機能とは異なっているのは当然とも言えよう。

野々山は、黒川・岡村に反論して、家族の役

割は他の社会の分業システムとは異なってお

り、家族に社会的分業制度の役割を課すことは

できないと述べた。そして家族福祉について、

改めて「集団としての家族を単位として、家族

によるその家族機能についての家族生活周期に

おける自立的遂行の援助の実践と、その援助サ

ービスの体系である。そして集団としての家族

とは、その構成員が自分たちは家族であると同

一化できている範囲の人びとの集団である」と

定義し、更に次のように整理した22）。

盧 家族福祉とは家族によるその家族機能に

ついてのライフサイクルにおける自立的遂

行の援助の実践とその援助サービスの体

系。

盪 家族福祉にとって家族とは、夫婦、親

子、きょうだいの関係を中核とする福祉追

及の第 1次的集団。

蘯 家族福祉は、地域福祉を前提あるいは背

景にして実践される。

盻 家族福祉は、正しい意味での在宅福祉サ

ービスを中心にして実践される（入所施設

の意義を否定すものではない）。

眈 家族とは、どの構成員が自分たちは家族

であると同一化できている範囲の人々の集

団である。

眇 家族機能とは、家族が漓人間形成の拠

点、滷人間性回復の拠点、澆生活保持の拠

点、潺生活向上の拠点、潸地域連帯の拠点

であるということから派生し、期待される

それぞれの諸活動を意味する。

眄 家族福祉の目標である家族集団としての

家族の自立（自己実現）あるいは家族機能

の自立的遂行とはライフサイクルにおける

家族の集団的発達のための問題解決能力の

確保あるいは維持を意味する。

眩 家族福祉は家族成員の一人一人がだれも

犠牲にならないで集団として自己実現して
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いくことである。

眤 家族によっては、その内外の条件によっ

て、こうした目標を遂行することが困難な

場合もある。家族福祉はそのための援助の

実践であり、援助サービスの体系。

眞 要するに、集団のために個人に犠牲を強

いるのでなく、すべての個人の自己実現を

促すようにすることが家族福祉の目的。

ここに、家族は社会的制度ではなく、自発的

集団であるとの定義がなされ、「集団」として

の家族から「個人」のネットワークとしての家

族という規定がなされた。この定義から見える

のは、家族は、近代家族の終焉の後にくるポス

ト近代家族モデルというだけでなく、主体を個

人や家族そのものという「わたくし」的に変換

して社会福祉も考えるということである。野々

山の家族福祉の定義は、呈示されて以降は多く

採用されてはいる（相澤、2002、畠中、2002

等）23, 24）が、未だ家族福祉にまつわる言説の主

流は、その現代家族を家族社会学の見地から照

射している野々山のものよりも、むしろ岡村・

黒川に近いように思われる。つまり、「近代家

族」が終焉したと思われる現象があるとして

も、家族に「近代家族」的モデルを担わせよう

とする期待が大きければ、家族はそのモデルに

応え、適応するべく機能強化される。つまり食

育法のように、食育の基本は家庭であると家庭

の再教育をすることで、心身ともに健やかな子

どもたちを育成する食生活、家庭生活を築こう

とするような流れである。家族政策、家族福祉

政策が、家族にとって重要であるのは言わずも

がなであるが、良くも悪くも家族への影響力が

大きく、制度・政策的な立場からのニーズに基

づく家族像を維持強化する可能性について考慮

すべきである。勿論「近代家族」を前提とした

立論と「近代家族の終焉」を前提とした立論が

なじむ筈もなく、論点は集団としての家族か個

人のネットワークとしての家族かということ、

更に、家族を制度として社会的役割を主眼とす

るか、その主体的なニーズを主眼とするかとい

うことである。本稿は現代家族を明らかにする

のが目的ではないので詳述しないが、前述のよ

うに、プレ近代家族、「近代家族」を経てポス

ト近代家族の多様な家族の時代を迎えているか

については俄には断じ得ない。少子化傾向が留

まらないように現象としていわゆる近代家族は

終焉していても、それを揺り戻そうとする流

れ、「病理」や「逸脱」として論じようとする

論もまた多い。例えば若年層の保守化や社会階

層が 2極化しつつあると言われる今日、様々な

プレ近代家族、近代家族、ポスト近代家族を想

定できる。それらを「多様化」と括ることも、

個人のネットワークとしての家族、家族の個人

化と括ることも、否認することも尚可能なので

ある。

しかしながら、とりあえず「家族福祉」とは

「家族という生活集団や家族関係の重要性に着

目し、その維持・発展に寄与する援助を通して

家族成員の福祉の実現を図ろうとする、社会福

祉の理念や方法」25）ということは共有されてい

るようである。

また、黒川らが家族福祉は一つの独立した社

会福祉の領域であるとしたが、庄司も「個人の

生活上の諸要求の充足がその人の家庭生活のあ

りように規定されることに注目して、家族員と

しての個人の家族集団への適応や、家族生活そ

のものの維持および質の向上を図ることを目的

とする、社会福祉の一分野」26）としている。し

かしながら、今だに家族福祉が社会福祉の一つ

の分野たりうるかということについては、充分

な論議もなされないまま、共通認識には至って

いない。「家族福祉」「家庭福祉」「家族・児童

福祉」「子ども家庭福祉」等、「家族」と「家

庭」が混在しており、また、社会福祉の各分野

において、あるいはそれらのすべてを横断的に

貫く立場や、母子福祉と家族・児童福祉という

分野を家族福祉の固有の分野として捉えようと

する立場もある27）。

つまり、「家族福祉」は、結局は「家族」を

構成している構成メンバーの自己実現を支援す
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ることで、「家族」の構成員 1人 1人が持って

いる、能力や個性を最大限に開花し、それが保

障された状態を「家族福祉」と呼び（木村汎、

1992）28）、そのための制度・政策は家族福祉政

策であり、その実践の方法が家族福祉、家族福

祉事業、家族ソーシャルワーク、ファミリーソ

ーシャルワークなのである。ただし、家族福祉

政策ではない家族政策も家族や個人のウエルビ

ーイングを損うようなものであってはならな

い。副田は社会福祉における権利の不在につい

て言及している29）。また、伊田30）は「未熟な社

会保障」が「強力な企業社会」とペアで相互補

完関係にあり、その接合点が「家族単位」であ

る日本は「家族単位制の小さな福祉国家」であ

ると論じる。これは極論のように聞こえるが、

家族を含み資産とするし、「国家－企業－家族」

一丸の日本型社会福祉を実は適確に捉えている

感もある。そこで、その「強力な企業社会」と

「未熟な社会保障」が、社会・経済的にその矛

盾を露呈し、破綻しつつある今日、地域に覆わ

れながら「家族単位」が強化され、管理されつ

つある流れにあって、家族のための家族福祉の

確立が急がれるところである。

� 家族福祉と家族ソーシャルワーク

1．家族とソーシャルワーク

ここで、具体的な家族福祉の方法論について

述べることとするが、未だ、家族福祉にまつわ

る諸用語が統一されていない現在、本稿では、

ひとまず家族への具体的な働きかけを家族ソー

シャルワークと述べ、制度・政策的なものも含

めた総合的なソーシャルワークを家族福祉とし

て述べたいと考える。

そもそも、ソーシャルケースワークの芽生え

は、19世紀初頭の英国における慈善組織化運

動にあると言われる。それは「貧困」家庭に対

するそれまでの個人的慈善を組織的になそうと

する動きであった。そこで、ソーシャルケース

ワークの起源は家庭への訪問、家庭という場で

の家族への働きかけに始まっているとも言いう

る。ケースワークの母と言われる米国の M. リ

ッチモンドは「ケースとは、全て家族のケース

である」（1917）31）と述べている。1970年に

NASW（全米ソーシャルワーカー協会）は家族

福祉について論及し、3つの領域を挙げてい

る。それは、家族のストレス状況、経済的困窮

ならびに社会資源導入の困難状況、更に家族関

係、家族成員の個人的機能の障害である。この

ようにそもそも家族とソーシャルワークは一体

であったアメリカ合衆国であったが、1980年

代に入りシステム論やエコロジカルアプローチ

にともなって、家族や個人を全体のシステムに

おけるシステムとしてみる見方が普及してき

た。家族は「個人を育てるエコロジカルなシス

テム」（ジメルマン、1980）32）、「社会的、教育

的、健康ケアニーズに合う、第 1のソーシャル

サービス機関」（ハートマン、1981）33）とされ、

family as a whole と全体としての家族が考えら

れるようになった。ハートマンが呈示した「家

族中心ソーシャルワーク」はシステム論やエコ

ロジカルアプローチに基づき、家族に焦点付け

た家族ソーシャルワークの具体的実践論であっ

た。また、米国においては児童虐待対策として

家族支援と家族保全（ファミリープリザベーシ

ョン、family preservation）のための連邦法案が

1993年に可決され、すべての児童福祉、少年

審判、精神保健、精神遅滞、教育、物質（アル

コール等）乱用、公衆衛生と言ったサービスシ

ステムにわたってサービスを供給していくため

に家族中心アプローチの実施が一部進んできて

いる。これは地域を基盤として、一般的な家族

支援と予防、問題が起こってからの社会サービ

スを行うものである。今日、NASW（National

Association of Social Workers、全米ソーシャル

ワーカー協会）の倫理綱領（1999改訂）にも

「クライエントとは、個人、家族、グループ、

組織とコミュニティに関して包括的に用いられ

る」とある。ソーシャルワーカーは、社会と個

人、家族とコミュニティの生活における変化の

触媒であり、個人のための家族、あるいは、地
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域や社会における一つの単位としての家族、と

いうよりも、それら全体の相互作用を捉えると

いう流れにある。

2．家族福祉のための具体的な方法論－家族ソ

ーシャルワーク

このように北米の家族中心ソーシャルワーク

では、家族は環境の一要素としての問題とされ

る。一方従来の日本での、社会福祉からの家族

福祉の要請は「多問題家族」と言われる場合の

回復的処遇が中心であった。あるいは、家族が

何らかの問題を持ったクライエントを抱えきれ

なくなって初めて福祉的介入の必要が生じたも

のと思われる。そのとき支援できる家族がいな

ければ、もともと家族は介入不能のものとして

その他の社会資源による介入が考えられてき

た。

家族ソーシャルワークといわれるものの第 1

のポイントは「Family as whole－全体としての

家族」への働きかけであり家族の関係そのも

の、あるいは家族の中の関係だけにはとどまら

ず、家族めいめいを中心としてそれぞれの日常

生活における様々なひとびととの関係、社会と

の関係が円滑になるように、それぞれの関係に

働きかけていくことである。

太田34）は、「家族ソーシャルワーク」の定義

として、「家族全体を援助の目標に、家族構成

員それぞれの持つ能力や機会を養成・活用し、

問題の解決から課題の追求までを、合理的かつ

効果的に可能としようとする特徴ある援助方

法」で、「家族生活というエコシステム過程

に、社会福祉サービスを伴った積極的な援助活

動を繰り広げる」ことであると述べ、具体的に

は、家族構成員のコミュニケーションパターン

の変更、構成員の織りなす家族構造の転換と改

変、家族の世代間鐚藤の処理を目的に挙げてい

る。また、杉井35）は、「解決困難な家庭生活上

の課題を抱えた家族や、危機的状況にある家庭

への支援の方策として、関係機関と連携しなが

ら、専門的援助技術や社会資源を活用すること

によって、家族を構成する個々人の自己実現を

はかり、家庭の機能を十分に果たせるように社

会的に介入すること」で、「ファミリーソーシ

ャルワーク実践は環境との間に相互交換的な均

衡を図りながら、家族の社会的機能の強化を側

面的に支援していく専門的な介入行動」として

いる。

さらに、そのファミリーソーシャルワークの

目的であるが、例えば、倉石36）は家族全員に福

祉サービスが展開される状態を家族ソーシャル

ワークの第一義的な意義と考え、家族成員への

期待が負担となり、家族の生活困難が派生する

のを予防することが家族ソーシャルワークの第

2義的な意義であると述べる。例えば黒川は家

族福祉（事業）における予防的処遇と回復的処

遇について言及している。回復的処遇とは、

「解決困難な家庭生活上の課題を抱えた家族

や、危機的状況にある家庭への支援」であるな

らば、予防的処遇は、当然何らかの問題が家族

に生じないような方策を予めなすことである。

その予防は、もともとの疾病－病理モデルか

ら、むしろ未来志向的な健康モデルに基づいて

現在謳われている地域支援でのプロモーション

活動のような地域や家族の潜在力を増すことも

意味している。同時に倉石が示唆するようにケ

アする家族が何らかの問題を生じる前にエンパ

ワーし、問題発生を予防するというサービスも

考えられる。

いずれにせよ、家族ソーシャルワークは、ソ

ーシャルワークならではの相談・連携・調整等

のソーシャルワークの機能やその枠組みに則り

ながら、全体としての家族を主体として、家族

のために執り行われる一連の活動で、それは家

族全体、家族員、家族に関わるひとびとや組織

すべてに働きかけるものであり、必ずしも「問

題」のある家族を対象としたものではなく、地

域全体を活性化する包括的な取り組みをも含む

と言えようiv。
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3．家族レジリエンス（家族に内在する復元

力、回復力）概念

ここで、着目しうるのが、家族レジリエンス

という考え方である。近年、個人や家族のレジ

リエンスという言葉が時々使われるようになっ

た。レジリアンスとは元に戻る力、復元力を言

う。劣悪な環境で育ち、虐待を受けた子どもた

ちであっても必ずしも大人になったときに問題

を抱えているとは限らない。健やかに成長する

子どもたちは、悲惨な体験にも関わらず、その

レジリエンスと言われる可塑性が働いて回復す

るのではないかと考えられ、そのように家族も

非常な困難な状態を経験しても、家族として回

復する力があるのではないかということにワル

シュ（Walsh, F., 1996）37）が着目した。その家

族の自己修復力を信頼し、それをワルシュは

「家族レジリエンス概念」として紹介し、臨床

的に用いることの有用性を説いた。困難にある

家族を傷付いたものとしてでなく、チャレンジ

ングなものとみなし、圧倒されるようなストレ

スの中で、家族が生き抜いてきた力に注目する

ものである。ワルシュの家族レジリエンス概念

がユニークなのは、それを単なる家族アセスメ

ントの指標として用いるのではなく、その家族

レジリエンスが円滑に機能することを促進する

ような関わりの材料として呈示したことにあ

る。家族には基本的に危機的状況前の家族の機

能レベルに戻る力があると仮定し、家族機能

は、病理的な面からでなく、健康さの面から捉

えられものであるとしている。この家族レジリ

エンスは、人の持つストレングスに注目するス

トレングス・アプローチの文脈にのるものであ

るが、今後の家族ソーシャルワーク実践に向け

て、その肯定的な力が自然に発生するような働

きかけは必要であると考えられる。

� 最後に

本稿では、家族福祉について概観し、家族に

ついての考え方の相違が家族福祉の立場にも相

違をもたらすことを明らかにした。現代社会の

制度や現象や家族を巡る言説、意識から鑑み、

パラダイムの違う 3つの家族モデル、家族意識

が併存している今日、家族福祉やその具体的方

法論を一にして論じるのは困難にも見える。し

かしながら、家族を全体システムの中の一つの

システムとして捉え、それに対してシステミッ

クに介入していこうとする今日のシステム論や

エコロジカル・アプローチに基づいた北米のモ

デルは有効であると思われる。また、家族がど

のような形態をとるにせよ、家族の維持強化の

ためというよりも、一人ひとりの家族員やひと

つひとつの家族のあり方を肯定的に促進しよう

とする家族レジリエンス概念に代表されるよう

な家族ソーシャルワークの方法論が有効である

と思われる。家族が機能するためにも、基本的

には個人の選びを重視して、家族への働きかけ

を行うための家族ソーシャルワーク論が求めら

れるところである。日本における家族ソーシャ

ルワークは「ファミリーソーシャルワーカー」

の児童施設への配置で漸く制度的に浮かび上が

ってきたが、実は介護家族への関わり等でも現

場でのその方法論の確立が望まれているところ

であり、今後、具体的な家族ソーシャルワーク

の方法論の構築を課題としたい。
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案やソーシャルアクションも家族支援の一貫として積極的に行うものである。

得津慎子：社会福祉における家族支援
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